


































































年度 相談件数 相談人数 
27年度 462件 595人 
28年度 544件 707人 
29年度 658件 776人 
30年度 521件 631人 




年齢 人数 割合 
10歳代 5人 0.2％ 
20歳代 415人 15.3％ 
30歳代 704人 26.0％ 
40歳代 513人 18.9％ 
50歳代 368人 13.6％ 
60歳代 297人 11.0％ 
70歳代 115人 4.2％ 
不明 292人 10.8％ 




相談内容 件数 割合 
仕事 589件 27.0％ 
仕事（農業） 82件 3.8％ 
住居 398件 18.2％ 
交流・体験 249件 11.4％ 
一般説明 355件 16.3％ 
その他 510件 23.4％ 
合計 2,183件 100％ 
※ 31年１月末時点・相談の重複あり 
 
 
２．テレワークの活用に向けた実証実験 
 
昨今のICTの発達は目覚ましいものがあり、街中
のサテライトオフィスを利用して、パソコンで仕
事を行っていると見受けられる会社員の姿を目に
する機会も増えてきている。 
「通勤電車に揺られて定時にオフィスに出社し、
また通勤電車に揺られて帰宅する。」という働き
方が、決して全てではない時代がやってきている
と言えよう。 
テレワークが十分に普及すれば、先ほどの「仕
事」と「住まい」の課題のうち、「仕事」はこれ
までと変える必要がなく、「仕事はそのまま、住
まいは静岡市」というライフスタイルを確立し、
移住促進につなげることができるのではないか、
との仮説を立てた。 
通勤や移動にかかる時間やコストを削減し、産
み出た時間を自分の趣味や活動に充てて、今より
充実した人生を送ることができる、一見もっとも
らしい説明であるが、このままでは単なる机上の
空論であり、仮説を検証するため、実証実験に協
力いただける企業を探すこととした。 
  
（１）ネットワンシステムズ（株）との実証実験 
協力企業の条件としては、①テレワークに関す
る理解があり、社内制度が整っていること、②テ
レワークを活用した移住可能性の調査に協力いた
だけること、③首都圏に本拠地を構える企業であ
ること、を掲げた。 
このような中、東京都千代田区に本社を置く「ネ
ットワンシステムズ株式会社」と協議が進み、2017
年８月に同社と「地方創生推進に向けた連携協定」
を締結し、実証実験に取り組む運びとなった。 
（ａ）実証実験の概要 
2017年９月７〜27日にかけて、同社社員45人が
市庁舎内に仮設したサテライトオフィスに勤務し、
業務が円滑に実施できるか否かを検証するととも
に、静岡市の移住先としての可能性についても検
討をお願いした。 
実験には、技術職、営業職のみならず、営業支
援や経理関係など幅広い職種、また、役職も管理
職から実働部隊まで入れ替わり立ち替わりしてい
ただき、非常にバラエティに富んでいた。 
筆者は、毎日様子を見に行ったが、技術系の男
性社員のみの日と、営業系の女性社員のみの日、
両者が混在している日では、オフィス自体の雰囲
気が全く異なり、まるで別会社かと感じた。 
また、大型のテレビ会議システムが持ち込まれ、
それを駆使している姿や、実証実験中に一度もコ
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ピー機を借りに来ることがなく、ペーパーレスが
徹底されていることなど、参考になる部分も多く
あった。 
 
写真１ 技術系社員によるテレワーク風景 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真２ テレワーク勤務を行う営業系の女性社員 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ｂ）実証実験の結果 
 ３週間にわたる実証実験の結果、同社から「通
常業務は実現可能」とする報告が、市長以下各局
長までの市幹部で構成される地方創生推進本部会
議に対してなされた。  
また、「静岡市は、交通、生活環境、文化の面
で他の地方都市に比べ優位性がある。」との被験
者意見の取りまとめも報告された一方、認知度向
上が課題との意見も示された。 
余談ではあるが、同社は2017年度の総務省の「テ
レワーク先駆者百選 総務大臣賞」という全国で
５社のみの表彰を受け、その受賞理由にこの実証
実験が挙げられていたことは、本市にとっても大
変な励みとなった。 
（ｃ）実証実験後の課題 
 ネットワンシステムズ（株）との実証実験は、
大変意義深いものであったが、この結果から全て
を判断することは早計であり、サンプルを増やす
必要性を感じた。 
また、被験者の年齢層が幅広かったことは、様々
な観点から意見をいただけたという点では良かっ
たが、反面、本市が重点的に移住促進を図りたい
若年層のデータが少なかったという課題も残った
ところであった。 
さらに、ネットワンシステムズ（株）の社員か
らは、会社側の理解が得られ、移住につながるよ
うな仕組が構築されれば、移住も視野に入れたい
との意見が多かったが、これが同社社員のみの意
向なのか一般的な意向なのかは判断できず、さら
なる調査の必要も感じたところであった。 
 
 
３．大正大学地域構想研究所 
  
そのような中、2018年３月に「企業支援による
地方移住に関する調査」の調査結果がリリースさ
れた。 
筆者は、たまたま自宅ＴＶでニュースを見てい
たのだが、「企業の支援を得られるなら地方移住
をしたい又は検討したい」と回答した社員が多か
った、という報道に衝撃を受けた。 
流し聞きしてしまっていたため、翌日、さっそ
く調べてみると「大正大学地域構想研究所」で行
った調査であることがわかった。そこで、詳しい
内容を聞きに伺いたい旨を連絡したところ、突然
の申し出にもかかわらず、対応していただけるこ
ととなった。 
（１）調査の概要  
調査を行った塚崎裕子教授から、直接お話しを
伺うことができた。調査の目的は、企業と地方自
治体による地方創生の可能性について探ることに
あり、「新たな暮らし方・働き方を求めて」とい
う副題は、正に本市の方向性と合致していた。 
東京、大阪、愛知に居住し、従業員300人以上の
大企業に勤務する30代〜50代の男女正社員を対象
に、インターネット調査で行われていた。 
回収サンプルは、男性870人、女性185人の合計
1,055人で、想像よりはるかに多く、信頼度が高い
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ものと感じた。 
調査結果によると、驚いたことに地方移住に関
心がある、との回答が４割を超え、年代が若いほ
ど関心が高い、という結果も意外であった。 
移住したい理由は、「豊かな自然」が第１位で、
以下「老後の移住視野」「安価な生活費」「ゆっ
たりとした暮らし」と続き、都会のせわしない生
活に疲れているのかもしれないと想像した。 
また、移住先の条件としては、「首都圏と簡単
に行き来」が第１位で、以下「日常生活が便利」
「生活コスト安い」が続いた。 
東京駅から「ひかり」で１時間の都市である静
岡市は、この条件に沿っている。また、海抜3,000
ｍの南アルプスから水深2,500ｍの駿河湾までの
多様な自然、冬でも雪の降らない温暖な気候、毎
日富士山を眺めながらのゆったりとした暮らしは、
潜在的な移住希望者に対し、魅力としてアピール
できるのではないか。何だか勇気が湧き、希望の
光が見えてきた気がした。 
（２）調査結果の活用 
この調査結果を活用させていただき、関係部局
や市幹部に説明を行い、「お試しテレワーク」と
いう新規事業を立案した。 
調査結果で「移住に関心がある」と回答した方
も、きっかけがなければ、漠然とした思いだけに
とどまってしまうことであろう。 
企業が静岡市でのテレワークを試みてくれれば、
移住に関心を持つ社員が参加してもらえるのでは
ないか、との仮説のもとに、協力企業に対し、交
通費、シェアオフィスの施設利用料を自治体で負
担する仕組みを新設した。 
この仕組みを作る際に、大都市圏の大企業で働
く会社員にも、移住に関心のある方は少なからず
おり、潜在的なニーズがある、という説明資料と
して今回の調査結果が大変に役立った。改めて感
謝の意を表したい。 
 
４．お試しテレワーク 
 
このように、「お試しテレワーク」事業を新設
したものの、協力していただける企業が現れなけ
れば意味がない。 
しかし、首都圏企業に特別なネットワークがあ
るわけでもなく、困っていたところ、大正大学で
３月下旬に行われる民間企業と大学、自治体が集
う場でプレゼンをしてはいかがか、という誠にあ
りがたい申し出があった。 
プレゼンの席上では、静岡市の現状を率直に伝
え、「お試しテレワーク」の利用依頼を行ったが、
会社としてこのような新たな取組に踏み切るのに
は、それなりにハードルがあるであろうことは容
易に想像がつき、正直なところ難しい話だろうと
考えていた。 
 
（１）（株）内田洋行との包括連携協定  
ところが、大正大学でのプレゼン後、参加企業
であった（株）内田洋行から詳しい話を聞きたい、
との打診が大学経由でなされた。 
（株）内田洋行といえば、従業員は3,000人を超
える大企業であり、「働き方改革」にも従前より
取り組んでいる先進的な会社である。 
前述のネットワンシステムズ（株）は、本社に
イノベーティブオフィスを設けているが、（株）
内田洋行のオフィスを参考にさせていただいた、
と述べていたので、オフィス改革では先んじてい
たと言える。 
このような企業に、果たして静岡市を相手にし
てもらえるのか、という疑念を持ちつつ、ご担当
者と打合せを行ったのだが、結果として、これま
で首都圏で行っていた新人研修を新たに静岡市で
実施し、テレワークの実証実験を行っていただけ
ることとなった。 
さらに、厚かましくもオフィス改革という市内
部での課題についても協力をお願いしたところ、
引き受けていただけることとなり、2018年９月に
は双方で「地方創生に向けた包括連携協定」を締
結する運びとなった。 
行政のスピード感のなさは、たびたび指摘され
るところではあるが、本件に関してはその指摘は
当たらないであろう。 
 
（２）実証実験の概要 
2018年９月28日、（株）内田洋行の新入社員の
うち16人が静岡駅に降り立った。 
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参加者には、前回の実証実験とは異なり、あら
かじめ「静岡市移住支援センター」で、静岡市に
関する予備知識を伝えた。 
また、市内のホテルではなく、市の用意した「お
試し住宅」での生活を体験してもらい、研修期間
に挟まれた休日には「市内まち歩きツアー」に参
加して率直な意見、感想をもらうという初めての
試みも用意した。 
さらに、市職員との意見交換会や現場視察も研
修メニューに加え、内田洋行にとっても新たなチ
ャレンジということであった。 
新入社員は全てシステムエンジニアということ
であったが、女性の比率が高いと感じた。どうや
ら、意図的にバランスを考えて採用しているよう
で、このような面からも時代に先駆けた経営を意
識している企業であることが推測された。 
 
写真３ テレワークによる新人研修風景 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真４ 協定締結により実現した新聞広告 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）実証実験結果 
実証実験後、被験者からアンケート回答をいた
だいた。回答者は全員20代で、我々の欲しかった
若年層の意識調査という点で、非常に貴重な結果
を得ることができた。 
回答者の属性であるが、出身地が首都圏以外の
者は９人であったが、うち３人は静岡県出身であ
った。このこともあってか、静岡市へ来たことが
ある、との回答が６人居たのは予想外であった。
新幹線で通過したことはあるが、降り立ったこと
はないという人ばかり、というのが静岡市役所内
での定説である。 
さらに、将来的に、仕事はそのままで地方都市
への移住を考えているか、という設問にも、４人
に１人が「はい」と答えていた。 
入社間もない新入社員が、既にそのような考え
を持っているとは思いも寄らず、「若者は刺激の
多い都会に憧れを持ち、地方での生活など視野に
入っていない。」と決めつけることは、どうやら
早計のようである。 
移住を希望する理由は、通勤ラッシュ、人の多
さから逃れたい、もっと自然環境、子育て、教育
環境がいいところへ移りたい、ということであっ
た。 
移住を希望しない理由には、首都圏の利便性の
良さ、首都圏での生活に満足している、というこ
とで、こちらは想定した回答であった。 
うれしかったのが、今回の実証実験で「移住し
ない」という考えから「移住もいいかな」に変わ
ったという回答者が３人居たこと、静岡市を田舎
と回答した人はゼロ、まちの雰囲気がいい、中心
市街地がにぎわっているとの回答者が10人も居た
ことで、今後の施策立案のヒントになりそうであ
った。 
20代の若者であっても、会社がテレワーク勤務
の要件を満たした時、子育てなどライフステージ
が変わる時などに移住を検討したい、との回答が
あり、「仕事はそのまま、住まいは静岡市へ」と
いうテレワーク移住の可能性は十分あるのではな
いか、と感じた。 
 
５．中小企業におけるテレワーク調査 
 
ここまで実証実験に協力いただいた企業は、い
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ずれも大企業であり、また、職種がIT業と偏って
いる。さらに、テレワークに取り組む企業姿勢が
あり、素地ができあがっていたと考えられる。 
しかしながら、国内の大半を占める中小企業に
おいては、まだまだテレワークが浸透していると
は言い難い状況である。 
そこで、中小企業でテレワークに取り組み、成
果を上げている企業に訪問調査を行った。 
 
（１）（株）石井事務機センター 
（株）石井事務機センターは、岡山県岡山市に
所在する事務機販売業、従業員数は29人の企業で
ある。「働く」に笑顔を！をモットーに、「ワク
スマ」という事業ブランドを立ち上げ、そのツー
ルとしてテレワークを活用し、2017年の一般財団
法人ブランド・マネージャー認定協会主催による
ブランディング事例コンテストで、事例発表を行
っている。 
訪問したオフィスは、ブランドイメージの赤が
ふんだんに使われ、何より従業員がいい顔つきで
働いており、会社全体の雰囲気もよく、活気にあ
ふれている感じがした。 
石井代表取締役から直接話を伺うことができた
が、明確なビジョンのもとでテレワークの導入を
進めたことがよくわかった。 
中小企業の経営者という立場から、中小企業な
らではの悩みをよく理解しており、テレワーク導
入の壁になるイニシャルコストや勤怠管理などの
運用コストについても、低コストで実現する方法
を採用していた。 
導入後の成果は、働き方の効率化、従業員満足
度、業績向上のいずれにもつながり、営業利益は
ブランディング後に前年比30.1％の向上を見せて
おり、会社にとっても大きなメリットが上がって
いるとのことだった。 
そして、2017年の岡山県内の大学生らの就職希
望先ランキングでは、並み居る地元有名企業と肩
を並べ、圏外からいきなり12位にランクインする
快挙を成し遂げた。 
内定辞退者ゼロ、入社後退職者ゼロというのは、
人材確保が何よりも重要な中小企業にとって、素
晴らしいことである。 
代表取締役からは、少人数の募集に対し、あま
りに多くの応募があり驚いた、本当に我が社でよ
いのかと思うような優秀な人材もおり、採用の苦
労はなくなった、とのコメントがあった。 
確かに、数千人規模の従業員を擁する大企業と
数十人規模の中小企業では、ひとりの重みが違う
と考えられる。 
また、教育コストをかけて育てた人材の離職の
影響も、大企業とは比べものにならないくらい大
きいと想像できる。 
「優秀な人材確保」と「継続雇用」の観点から
も、中小企業のテレワーク導入の意義は高いこと
を考えさせられた。 
 
（２）向陽電機土木（株） 
向陽電機土木（株）は、神奈川県横浜市に所在
する電気設備業、従業員数は34人の企業である。
テレワーク先駆者百選に選ばれているほか、横浜
型地域貢献企業、横浜グッドバランス賞などの表
彰も受けている。 
訪問したオフィスでまず感じたのは、女性従業
員が多いことであった。33名中11名が女性とのこ
とで、約３割を超えている。建設業における女性
従業員の割合は、一般的に10％程度と言われてい
るそうで、かなり多いとのことであった。オフィ
ス自体も整理整頓が行き届き、清潔感あふれ、会
社全体の雰囲気が筆者の持つ建設業のイメージと
はかけ離れたものであった。 
広報部の横澤氏から直接話を伺うことができた
が、テレワークはワークライフバランス推進の一
環として進めてきたとのことであった。 
社長から、働きやすい環境作りを任され、従業
員との対話を重ねながら、改善を積み重ねてきて
現在に至っており、テレワークはあくまでツール
であるという考えであった。 
建設業だからテレワークには向かないという方
もいるが、現場が変わるので現場への直行直帰を
可能にして移動コスト縮減につなげることができ、
もともと○○さんでなければ、といった職人気質
が強い業態だが、可視化できるようになって共有
化が図れたなど、むしろ建設業はテレワークに向
いているのではないか、とのことであった。 
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さらに、従業員満足度も着実に高くなり、離職
者はゼロ、採用をかけると応募倍率が600倍となり、
ハローワークから苦情を受けた、というエピソー
ドも紹介された。 
また、昨今では珍しい「社員運動会」や「社員
旅行」といったレクリエーション行事も残ってお
り、中小企業ならではのきめの細かいコミュニケ
ーション活性化が図られていた。 
これらは、もちろん義務ではないが出席率はほ
ぼ100％で、従業員間の人間関係を良好にするのに
一役買っているとのことだった。 
 
写真５ 女性や若手社員が多く活気がある職場 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真６ 「17：30退社宣言」のプレートが掲げられたPC 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）調査結果 
中小企業の現場を調査させていただいたが、テ
レワークを上手に使いこなして、従業員満足度の
向上、生産性の向上、人員確保といった経営課題
をクリアしていることを感じた。 
両社から同じこと、制度から始めるテレワーク
はうまくいかないだろう、形から入るのは失敗の
元という話を聞かされた。 
（株）石井事務機センターでは、女性従業員の
休職問題から、向陽電機土木（株）では、社長か
らの従業員の働きやすい環境づくりから、と出発
点は異なるものの、従業員目線からスタートした
点は共通しており、これが順調に進んだ理由であ
ろう。 
実際に、訪問調査時に、経営者ではなく従業員
にも直接話を聞かせていただいたが、テレワーク
に対して非常に好意的で、会社に感謝していると
いう声が多く聞かれた。 
経営側の考えと現場の感じ方に齟齬はなく、い
わゆる「愛社精神」「帰属意識」といったものを
ひしひしと感じた。 
向陽電機土木（株）で伺った社員には４種類あ
るとの話もユニークであった。 
① 人罪・・・居るだけで会社に罪な人 
② 人在・・・ただ会社に在るだけの人 
③ 人材・・・会社にとって人的材料になる人 
④ 人財・・・会社にとって財産となる人 
の４分類であるが、近年は採用倍率が高いことか
ら「人財」しか入社してこないとのことだった。 
 テレワーク移住の可能性についての見解を尋ね
たところ、たとえば、静岡市出身者で首都圏に居
住する優秀な「人財」がいると仮定し、その方が
親の介護で離職しなければならないような局面を
迎えた場合、テレワークを駆使すれば離職せずに
すむだろう、十分可能性はあると思う、とのこと
だった。 
横澤氏自体が、子育て、介護、闘病のトリプル
ケア状態とのことで、経験から話される内容には
説得力があり、中小企業であってもテレワーク移
住の可能性はあるものと考える。 
 
６．今後の課題と展開 
 
ここまでテレワークを活用した移住可能性につ
いて述べてきたが、引き続き取り組むべき課題は
残っている。 
まず、実証実験がまだまだ十分ではなく、サン
プル数が少ないため、継続する必要があることを
感じている。 
これについては、幸いにして財政当局も市上層
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部も理解を示し、来年度も予算措置がなされる見
込みのため、改めて首都圏企業に対し、実証実験
への協力を求めていきたいと考えている。 
また、国は、2014年に策定した総合戦略の中で、
当時年間10万人が東京圏へ転入超過となっている
状況を問題視し、「東京一極集中の是正」を掲げ、
転出入の均衡を目指したが、残念ながら直近では
年間13万人の転入超過と歯止めがかかっていない。 
テレワークを活用した移住は、東京から地方へ
の人の流れを作る大きな可能性を秘めていると考
えるので、国との連携を密にして、取り組んでい
きたい。 
国も、東京五輪を見据えてテレワークの推進に
力を入れていることは心強く、追い風になるもの
と考える。 
 
６．おわりに 
 
テレワークを活用した移住が軌道に乗ってくる
ということは、どこに住居を構えても働けるとい
うことである。 
つまり、「仕事はそのまま、住まいは静岡市へ」
のキャッチフレーズの「静岡」の部分は、どこの
自治体でも適応できるということである。 
テレワークを活用したいつでもどこでも仕事が
できるような柔軟な働き方が一般化してきた際に、
あえて「静岡市」を選んでもらえるようなまちづ
くりをしていくことが、我々が果たすべき責務で
あると考えている。 
一時期、「移住」自体がブームになり、様々な
自治体が様々な知恵を絞り、様々なインセンティ
ブを考案したが、そのような争いには参加しない
というのが、本市の基本的スタンスである。 
これは、移住に関する第一人者であるふるさと
回帰支援センターの高橋理事長から、「誰でもい
いから来てください。」という政策は打つべきで
はない、地域を混乱させるだけである、逆にどの
ような方に移住してきてほしいかを考えるべき、
との助言をいただいたからである。 
条件闘争はとかくエスカレートしがちであり、
条件で移る人は、さらなる好条件を示されれば、
そちらに移ってしまう可能性が高い。 
それよりも、まちの魅力を高めることに取り組
み、選ばれるまちとしていくことが、たとえ一朝
一夕に実現できないとしても、長期的に見れば最
善だと考える。 
まちの魅力を高めるというだけでは抽象的であ
り、具体的なキーワードは「文化」だと考えてい
る。仮に、テレワーク移住の移住先を考える場合、
今より文化的な生活が待っているということは、
大きな誘因になるのではないだろうか。 
テレワークは、これまで通勤や移動に要してい
た時間を短縮でき、働き方を変えることができる。
ということは、人生の限られた時間をより有効に
使えることとなる。 
人は生まれた瞬間から死に向かって歩き続ける
わけだが、少しでも満足度の高い人生を送るため
には、文化度の高いまちが望まれるのではないか
というのが、本市の考えである。 
このような考えのもと、静岡市は現在「五大構
想」に取り組んでいる。「歴史文化の拠点づくり」
「海洋文化の拠点づくり」「教育文化の拠点づく
り」「健康長寿のまち」「まちは劇場」の五つで
あるが、健康長寿のまち以外は、全て文化力を向
上させていくことを目的としている。 
 いずれも取組を始めて日が浅いため、現時点で
語れるものはないが、着実に準備を進めていると
ころである。 
近い将来、静岡市への移住がステータスと言わ
れる日を夢見て、日々努力をしていきたい。 
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